
<国会議員関係政治団体・資金管理団体以外の政治団体用>
(そ の 1)
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日本司法書士政治連盟長崎会

収 支 報 告 書

＞
　
称

な
　
名

資金管理団体の指定の期間

年

月 日まで

令和 3 年分

活動区域の区分

□  2以 上 の 都 道 府 県 の 区 域 等

ビ 同 一 の 都 道 府 県 の 区 域 内

国会議員関係政治団体の区分

政治資金規正法第 19条の 7第

第 1号 に係 る国会議員 治団体

政治資金規正法 条の 7第 1項

第 2号 国会議員関係政治団体

公職の の氏名

種 類職 の

国会議員関係政治団体に関する特例の適用期間

年

月 日まで

2 主たる事務所の所在地   長崎市魚の町3番33号 長崎県建設総合会館本館6階

3 代 表 者 の 氏 名  会長  西 山 秀 樹

4会 計 責 任 者 の 氏 名  阿 部 康 博

事務担当者

氏名 花 田 美智子
電話 TEL095-823-4777
氏名

電話

記入もれ注意

チェックもれ注意

政治団体の区分

□  政  党  の  支  部

И そ の 他 の 政 治 団 体

□  そ の 他 の 政 治 団 体 の 支 部

チェックもれ注意

資金管理団体の指定の有無

□

回

有

無 (以下、この欄の記載不要です。)

公 職 の 種 類

資 金 管 理 団 体 の

届 出を した者 の氏名

受

付

欄

-411:31



(その 2)

1 収支の総括表

2 収入項 目別金額 の内訳

収支の状況
必ず記入してください。
(Oの場合は 0と 記入)

収 入 総 額

円

完すθ彦′わぎす

(前 年 か ら の 繰 越 額 ) ク,/ぎ ∫′2ご す

(本 年 の 収 入 額 ) 2′ ごπ沙′γ∂θ

支 出 総 額 /′ ぎ/す ′//ど

翌 年 へ の 繰 越 額 ど′/ワ゛′ す/7

(1)個人の負担する党費又は会費

金 額

円

2ノ ゛グ∂′沙沙て
'フ

貝 数 (党費又は会費を納入 した人の数 )
/ど 2

(2) 寄 附

ア 寄附 (イ を除 く。 )の 区分 金 額 備 考

(ア)個 人 か ら の 寄 附

円

(う ち 特 定 寄 附 )

(イ )法人その他 の団体 か らの寄附

(ウ )政 治 団 体 か ら の 寄 附

河ヽ  計  (ア )十 (イ )+ (ウ ) 汐 記入もれ注意 (ア )+(イ )+(ウ )

(寄附の うち寄附のあつせ んに よるもの )

イ 政 党 匿 名 寄 附

合  計 (ア 十 イ )
多
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(そ の6)

3

(6)その他の収入

摘 要 金 額 備 考

円

こ の 頁 の 小 計 ν

1件 10万 円 未 満 の も の 早θ∂

計ハ
口 早θθ



(そ の13)

3 支出項目別金額の内訳

(1)支 出 の 総 括 表

項 目 金 額 備 考

1      常ヨ& 常 経 費

費(1) 人 件

円

汐

(2) 光 熱 水 費 θ

(3) 備  品 消 耗 品 費 ノ′之】 生

(4) 事 務 所 費 /が 2ノ タアど
/よヽ 計 /彦 す ′222 記入もれ注意

2政 治 活 動

(1)組 織 活 動

費

費 dワ 鉢/7ど ∂

(2)選 挙 関 係 費 立すP,/dム
(3) 機 関紙誌 の発行 その他 の事業費 汐 記入もれ注意 ア+イ +ウ +エ

(4)調 査 研 究 費 ♂

(5) 寄  附 交  付  金 字77/ θ∂θ 雅7%θθθ

(6)そ の 他 の 経 費 θ

′↓ヽ 計 ///2夕 /ど 夕あ どと7Я θθθ 記入もれ注意

ハ
日 計

/′ ゴ/す ///滲 (注)当該政治団体の本部又は支部に対して供与した交付金に

係る支出については、項目ごとにその額を備考欄に記載し、

併せて(その16)の添付が必要です。

字



(そ の15)

(3)政治活動費の内訳 項 目月可区分 紅 な流デと玄力資 (欠/外填 粋 知 写J安 )

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称)

支出を受けた者の住所
(団体にあつては、主たる事務所の所在地)

備考

髪岸防「序1ド
円

/θ す′るOθ 浪θ,す ,ユ 6~

席「晨鮮 上

I穴宗=♭「
紗」声 矛

"子
市怠a田膨みる歩

この頁の小計 /♂ す/と)∂ 沙

その他の支出 /ゎ ′ゎ/7
合   計 /22/2/7

(注 1)

(注 2)

1件 5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の本関は、右上の「項目別区分」

の ( )の中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。

,



(そ の15)

(3)政治活動費の内訳 項 目別区分 紅紘
｀
おグ〃身 (″ええハ撃 )

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名

(団体にあつては、その名称)

支出を受けた者の住所
(団体にあつては、主たる事務所の所在地)

備考

円

この頁の小計 ′

その他の支出 フ7ノ /す 学ぢ

合   計 272ノ ∫午d

(注 1)

(注 2)

1件 5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」 と
の ( )の中の項 目

の欄は、右上の「項目別区分」
最後の頁に記載すること。

計

に

合

と

Ｆ
呻
」

う



(その15)

(3)政治活動費の内訳 項 目別区分 乏か 関巧ゑ鬱
支 出 の 目 的 金 額 年 月 日

支出を受けた者の氏名
(団体にあつては、その名称)

支出を受けた者の住所
(団体にあつては、主たる事務所の所在地)

備考

干夕Ψ免粋

円

/θ ∂′θ♂θ βdr/θ ,ユ蓼

夕
"民

主に保
"舟

晨
房4゛姓 支ケ膨 ′房迎η未市三ブ病打

「
/… 2s

この頁の小計 /∂∂/沙 θθ

その他の支出 /すか′/dわ

合   計 2すら//ザ あ

(注 1)

(注 2)

1件 5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の「項目別区分」
の ( )の中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。
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(そ の15)

(3)政治活動費の内訳 項 目別区分 雰〒rT,災ィィ/復  (舟 P寸 )

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日 支出を受けた者の氏名
(団体にあつては、その名称)

支出を受けた者の住所
(団体にあつては、主たる事務所の所在地)

備考

升卜IT
円

//ク′立すθ 没づ′ユ、ユる 卵 7~可ジ去多瑯 上 衆歳薙斯拷医口おガ磁多F「牛―ぎ/
// //9′ 乏す0 ρご る′″ // /ノ

ク //9,2す ∂ ρ付.ど ,/る //
//

// //ダ ′2す∂ ρせ.// /2 //
〃

この頁の小計 犀77カ 汐∂

その他の支出 θ

合   計 掌7冤 沙沙沙

(注 1)

(注 2)

1件 5万円以上の支出について記載すること。

「その他の支出」と「合計」の欄は、右上の「項目別区分」
の ( )の中の項目ごとに、最後の頁に記載すること。

,



(その16)

(4)本部又は支部に姑して供与した交付金に係る支出の内訳

支 出 項 目 金 額 年 月 日
交付金の供与を受けた

本部又は支部の名称
主たる事務所の所在地 備考

‰イヽ賛上イか
円

//夕 ′αすつ 寂d,ユ ′ユあ 口舟―可デス著多鹿協種蒙瑠盈冠I潮絹脇 区四疹幹朝翻げ学―」7

′/ //9 ュすθ X,ど ,渉 ,7 // ク

// //ア ィ立す∂ ρtt θ′/る ク //

″ //ワ ′ユす∂ /＼う」.//./ニユ // ク

この買の小計 77竹 ∂♂ごア

合   計 るとγ%ρ ♂「ノ]
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(そ の17)

1 資産等の総括表

(注 1)

(注 2)

資 産 等 の 状 況

項目ごとの資産の有無について、「□」内に「レ」を記入すること。

有に記入した場合、項目別に様式 (そ の18)に 内訳を記載すること。

資産等の有無

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 4離 備  考

ア 土 地 区

イ 建 物

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権

エ 取得の価額が100万円を超える動産 区

オ 預金 (普通預金及び当座預金を除く。)又は貯金 (普通貯金を除く。) 区

力 金 銭 信 託 図

キ 有 価 証 券 日

ク 出 資 に よ る 権 利 区

ケ 貸付先ごとの残高が100万円を超える貸付金 酵

コ 支払われた金額が100万円を超える敷金 口

サ 取得の価額が100万円を超える施設の利用に関する権利 回

シ 借入先ごとの残高が100万円を超える借入金 □ ビ

,9



(そ の18)

2 資産等の項目別内訳

資産等の内訳 項目別区分 笠え箔必

摘 要 金    額 年月日 備    考

薇 協

円

す′/gす /つ υ∂

||



(そ の20)

宣誓書

(備考)

1会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類の提示又は提出を、その代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を

証する書面及び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

2政治団体の解散に伴う報告書の場合は、会計責任者の氏名の他、代表者の氏名を記載すること。また、代表者及び会計責任者本人が提

出する場合にあつては本人確認書類の提示又は提出を、これらの者の代理人が提出する場合にあつては当該代理人の権限を証する書面及

び本人確認書類の提示又は提出を行うこと。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置を講ずる場合は、この限りでない。

添付書類 (別添のとおり)

1 領収書等の写し

この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであって、真実に相違ありません。

令和 4.阜
。28 月 日

政治団体の名称   日本司法書士政治連盟長崎会

会計責任者の氏名 面 多P乃_1年

(代表者の氏名 (F口))

記入もれ注意

代表者は解散時のみ

十五


